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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第43期

第２四半期連結
累計期間

第44期
第２四半期連結
累計期間

第43期
第２四半期連結
会計期間

第44期
第２四半期連結
会計期間

第43期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 9,674,9857,866,6925,958,5264,796,62119,545,993

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △299,715△221,362 242,196 309,885△605,809

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) △187,743△129,177 146,469 174,099△377,801

純資産額 (千円) ― ― 7,857,7767,425,6307,533,695

総資産額 (千円) ― ― 14,648,80015,313,94815,456,826

１株当たり純資産額 (円) ― ― 680.53 648.14 658.18

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額(△)

(円) △16.27 △11.28 12.68 15.20 △32.82

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 53.6 48.5 48.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △64,2011,178,254 ― ― △351,971

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,809 10,702 ― ― △435,735

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 693 274,173 ― ― 1,185,194

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,163,5895,089,2173,624,120

従業員数 (名) ― ― 1,272 1,327 1,263

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第43期第２四半期連結累計期間、第44期第２

四半期連結累計期間及び第43期において、１株当たり四半期(当期)純損失が計上されており、またすべての

期間において、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,327

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,085

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業品目別に示すと、次のとおりであります。
　

事業品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 　 2,459,257 △14.5

サービス

サービス 1,177,763 △10.2

ハード保守 275,723 ＋2.2

小計 1,453,487 △8.1

合計 3,912,744 △12.2

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業品目別に示すと、次のとおりであります。
　

事業品目 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

システム開発 　 3,291,007 △20.5 2,553,623 △37.6

サービス

サービス 1,353,584 △1.0 981,918 ＋10.3

ハード保守 259,547 △1.3 689 △95.8

小計 1,613,131 △1.1 982,608 ＋8.3

システム機器等販売 648,462 △31.5 1,139,220 △27.8

合計 5,552,601 △17.3 4,675,452 △28.9

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２  サービスのハード保守の受注について、第１四半期連結会計期間より年間保守契約の受注を一括計上から月
次計上に変更したため、受注残高が前年同四半期に比べ大幅に減少しております。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業品目別に示すと、次のとおりであります。
　

事業品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 　 2,773,064 △18.4

サービス

サービス 1,177,763 △10.2

ハード保守 275,723 ＋2.2

小計 1,453,487 △8.1

システム機器等販売 570,069 △41.9

合計 4,796,621 △19.5

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本電気株式会社 1,606,31927.01,690,69835.2

ＮＥＣシステムテクノロジー株式会社 502,705 8.4 299,233 6.2

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間末、第４四半期連結会計期間末に検収が集中することで多

くなる一方、第１四半期連結会計期間と第３四半期連結会計期間は検収が少なく、他の四半期連結会計期間と

比較して売上高が少なくなる傾向にあります。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年の世界的金融危機による景気の後退が続くなか、

一部輸出や個人消費に持ち直しの動きが見られます。しかしながら、依然として企業収益の大幅な減少は続

いており、設備投資の抑制、失業率が過去最高水準となるなど景気の先行きが不透明な状況です。

情報サービス産業の事業環境におきましても、企業全般におけるＩＴ投資抑制傾向の影響により、顧客か

らの値引き要求など取引条件の悪化、受注規模の減少、受注競争の激化など厳しい経営環境が続いておりま

す。

このように売上の拡大が厳しい事業環境の下当社グループは、ＰＭＯ活動の推進等プロジェクト管理統

制の強化やシステム開発の内製化・分業化の推進など事業運営の徹底見直しにより収益性の改善に注力い

たしました。また、営業力強化とサービス事業の拡充など売上の確保に努めてまいりました。しかしながら、

企業のＩＴ投資意欲の抑制傾向の継続により受注が想定以上に伸び悩み、それに起因する手待ち工数の発

生が収益を圧迫いたしました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、47億96百万円（前年同四半期は売上高59億58百万円）

となりました。また、利益面につきましては、営業利益３億43百万円（前年同四半期は営業利益３億12百万

円）、経常利益３億９百万円（前年同四半期は経常利益２億42百万円）、四半期純利益１億74百万円（前年

同四半期は四半期純利益１億46百万円）となりました。

　

なお、わが国では官庁、自治体は予算年度が４月から翌３月が原則であり、民間では事業年度を４月１日

から翌３月31日までと定めている企業が多いためシステムの導入、検収は年度の節目である９月と３月に

集中する傾向にあります。これにともない当社グループの業績の特徴として第２四半期連結会計期間末、第

４四半期連結会計期間末に検収が集中し、売上高・利益も多くなります。その一方、第１四半期連結会計期

間と第３四半期連結会計期間は検収が少なく、他の四半期連結会計期間よりも売上高・利益が低い水準と

なる傾向にあります。

　

当第２四半期連結会計期間の事業品目別の概況は次のとおりであります。
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＜システム開発＞

システム開発の売上につきましては、銀行、保険、証券などの金融業向けシステム開発で売上を伸ばすこ

とができましたが、通信、運輸、自治体向けシステム開発が振るわず、また製造業、サービス業など民需系シ

ステム開発が前年同時期に比べ大幅に落ち込みました。

その結果、当第２四半期連結会計期間のシステム開発売上高は、27億73百万円(前年同四半期比18.4％減)

となりました。

　

＜サービス＞

サービスの売上につきましては、システム導入後のソフトウェア保守サービスや顧客支援サービスが前

年に比べ増加しましたが、システム機器導入に伴う施設工事が減少したことから、売上高は11億77百万円

（前年同四半期比10.2％減）となりました。

ハードウェア保守の売上は、２億75百万円（前年同四半期比2.2％増）となりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間のサービス売上高全体では、14億53百万円（前年同四半期比8.1％

減）となりました。

　

＜システム機器等販売＞

システム機器等販売の売上につきましては、企業におけるシステム機器購入計画の縮小や中断、先送りの

影響により大幅に減少いたしました。

その結果、当第２四半期連結会計期間のシステム機器等販売売上高は、５億70百万円（前年同四半期比

41.9％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は153億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億

42百万円減少いたしました。流動資産は104億94百万円となり、２億52百万円減少いたしました。主な要

因は、現金及び預金の増加（14億50百万円）、受取手形及び売掛金の減少（18億36百万円）、仕掛品の

増加（１億91百万円）等であります。固定資産は48億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億９

百万円増加いたしました。主な要因は、土地の減少（１億10百万円）、投資有価証券の増加（20百万

円）、繰延税金資産の増加（１億７百万円）等であります。

　

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は78億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ34

百万円減少いたしました。流動負債は40億25百万円となり、１億24百万円減少いたしました。主な要因

は、支払手形及び買掛金の減少（76百万円）、未払金の減少（３億26百万円）、短期借入金の増加（３

億15百万円）等であります。固定負債は38億63百万円となり、89百万円増加いたしました。主な要因は、

退職給付引当金の増加（１億１百万円）等であります。

　

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は74億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ

１億８百万円減少いたしました。主な要因は、第２四半期連結累計期間において四半期純損失の計上

（１億29百万円）等であります。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の48.7%から48.5%とな

りました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連

結会計期間末に比べ３億89百万円減少し、50億89百万円となりました。

　なお、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は７億89百万円（前第２四半期連結会計期間は16億38百万円の使用）

となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益の計上（３億９百万円）、たな卸資産の減少

（２億83百万円）等による収入に対して、売上債権の増加（14億10百万円）等による支出によるもの

であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は81百万円（前第２四半期連結会計期間は94百万円の使用）となりま

した。主な要因は、定期預金の払戻（１億47百万円）、有形固定資産の売却（86百万円）等による収入

に対して、定期預金の預入（１億32百万円）等による支出によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は３億18百万円（前第２四半期連結会計期間は１億13百万円の使用）

となりました。主な要因は、短期借入金の純増加（２億40百万円）、長期借入れ（２億円）等による収

入に対して、長期借入金の約定弁済（61百万円）、社債の償還（50百万円）等による支出によるもので

あります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当社グループは、先進的開発技法の調査及び画像処理の実証を中心に研究開発活動を継続して行って

おります。

　その結果、当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は39百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の経済状況につきましては、雇用情勢の一層の悪化や世界的な金融危機の影響、世界景気の下振れ

懸念など景気を下押しするリスクが存在しております。

情報サービス産業におきましては、全般的には情報化投資の抑制傾向の継続が予想されますが、コンプ

ライアンス関連投資、Ｍ＆Ａに伴うシステム統合、コスト削減や業務効率改善に貢献するＩＴアウトソー

シングなどの分野において支出の拡大も見込まれております。

このような状況下当社グループは、ソリューションを軸とした新たな提案活動の活性化、顧客視点に

立った開発、サービスの展開による営業・競争力の強化により売上の拡大に注力いたします。また、情報

システムの継続的な利活用をサービス提供するストックビジネスを中心としたサービス事業の拡充によ

り、顧客基盤の拡大を図ります。

利益面では、プロジェクト統制の強化を継続させてプロジェクト損失を防止するとともに、適正な要員

配置とスキルアップ施策の充実で一層の内製化と分業化を推進することにより、収益性の向上を図りま

す。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,760,000

計 32,760,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,793,60011,793,600
大阪証券取引所
（市場第二部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であり
ます。

計 11,793,60011,793,600─ ─

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ─ 11,793,600 ─ 3,775,100 ─ 2,232,620
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(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

舟　渡　善　作 兵庫県西宮市 2,671 22.65

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７番１号 2,605 22.09

日本コンピューター・システム
従業員持株会

大阪市中央区城見１丁目３番７号 761 6.45

高　岸　俊　二 兵庫県芦屋市 335 2.84

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 244 2.07

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 150 1.27

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 141 1.20

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 132 1.12

株式会社近畿大阪銀行 大阪市中央区城見１丁目４番27号 132 1.12

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 131 1.12

計 ― 7,304 61.93

(注)　当社は自己株式336千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.86％)を保有しておりますが、上記の

大株主から除いております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式    336,800

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,444,300
114,443 同上

単元未満株式 普通株式     12,500― 同上

発行済株式総数 11,793,600― ―

総株主の議決権 ― 114,443 ―

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権の数

6個）が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式12株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本コンピューター・
システム株式会社

大阪市中央区城見
１丁目３番７号

336,800 ― 336,800 2.86

計 ― 336,800 ― 336,800 2.86

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 236 219 235 275 270 263

最低(円) 180 176 198 212 225 230

(注)　株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第２四半期連

結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月

１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより

四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,371,217 3,921,120

受取手形及び売掛金 3,778,771 5,615,358

商品及び製品 183,171 106,299

仕掛品 ※１
 580,232

※１
 388,806

繰延税金資産 392,373 405,698

その他 194,772 318,171

貸倒引当金 △6,388 △8,942

流動資産合計 10,494,151 10,746,511

固定資産

有形固定資産

土地 112,230 222,627

その他（純額） ※２
 259,896

※２
 258,977

有形固定資産合計 372,127 481,605

無形固定資産 120,674 108,181

投資その他の資産

投資有価証券 1,167,041 1,146,421

繰延税金資産 1,473,836 1,365,878

差入保証金 515,969 529,692

その他 1,255,188 1,167,367

貸倒引当金 △85,040 △88,832

投資その他の資産合計 4,326,995 4,120,528

固定資産合計 4,819,797 4,710,315

資産合計 15,313,948 15,456,826
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 322,583 399,117

短期借入金 1,440,000 1,125,000

1年内返済予定の長期借入金 314,400 256,400

1年内償還予定の社債 300,000 390,000

未払金 1,093,945 1,420,688

未払法人税等 29,117 8,103

賞与引当金 232,162 249,756

受注損失引当金 － 8,801

その他 292,796 291,468

流動負債合計 4,025,004 4,149,335

固定負債

長期借入金 1,207,400 1,198,600

退職給付引当金 2,419,097 2,317,308

役員退職慰労引当金 － 53,600

長期未払金 236,816 204,287

固定負債合計 3,863,313 3,773,795

負債合計 7,888,318 7,923,130

純資産の部

株主資本

資本金 3,775,100 3,775,100

資本剰余金 3,880,812 4,050,275

利益剰余金 △2,229 △40,942

自己株式 △111,657 △115,154

株主資本合計 7,542,025 7,669,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △118,425 △132,217

為替換算調整勘定 2,030 △3,365

評価・換算差額等合計 △116,395 △135,583

純資産合計 7,425,630 7,533,695

負債純資産合計 15,313,948 15,456,826
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 9,674,985 7,866,692

売上原価 7,927,400 6,255,907

売上総利益 1,747,585 1,610,785

販売費及び一般管理費 ※１
 2,025,410

※１
 1,794,327

営業損失（△） △277,825 △183,542

営業外収益

受取利息 16,524 7,108

受取配当金 9,206 7,428

仕入割引 7,489 4,018

有価証券売却益 250 238

保険配当金 7,419 6,170

その他 3,679 8,817

営業外収益合計 44,569 33,782

営業外費用

支払利息 13,126 25,158

有価証券評価損 42,293 61

持分法による投資損失 － 34,704

その他 11,040 11,676

営業外費用合計 66,459 71,601

経常損失（△） △299,715 △221,362

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 8,056

特別利益合計 － 8,056

特別損失

固定資産除売却損 － ※２
 14,357

特別損失合計 － 14,357

税金等調整前四半期純損失（△） △299,715 △227,662

法人税、住民税及び事業税 6,602 5,575

法人税等調整額 △118,574 △104,060

法人税等合計 △111,972 △98,485

四半期純損失（△） △187,743 △129,177
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 ※１
 5,958,526

※１
 4,796,621

売上原価 4,678,005 3,631,231

売上総利益 1,280,521 1,165,390

販売費及び一般管理費 ※２
 967,969

※２
 821,545

営業利益 312,551 343,844

営業外収益

受取利息 6,162 2,840

受取配当金 181 144

仕入割引 3,211 1,965

有価証券売却益 － 1,689

保険配当金 54 1,100

その他 2,326 5,366

営業外収益合計 11,936 13,107

営業外費用

支払利息 7,145 12,789

有価証券評価損 68,217 9,803

持分法による投資損失 － 15,585

その他 6,928 8,887

営業外費用合計 82,291 47,065

経常利益 242,196 309,885

税金等調整前四半期純利益 242,196 309,885

法人税、住民税及び事業税 2,948 3,287

法人税等調整額 92,778 132,498

法人税等合計 95,726 135,786

四半期純利益 146,469 174,099
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △299,715 △227,662

減価償却費 21,635 51,128

退職給付引当金の増減額（△は減少） △46,906 101,789

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,450 1,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △142,304 △17,593

受取利息及び受取配当金 △25,730 △14,537

仕入割引 △7,489 △4,018

支払利息 13,126 25,158

投資有価証券評価損益（△は益） 42,293 61

投資有価証券売却損益（△は益） △250 △238

持分法による投資損益（△は益） － 34,704

有形固定資産売却損益（△は益） － 14,357

売上債権の増減額（△は増加） 1,090,655 1,874,551

たな卸資産の増減額（△は増加） △142,766 △268,298

仕入債務の増減額（△は減少） △407,747 △263,576

未払金の増減額（△は減少） 75,587 △168,794

未払消費税等の増減額（△は減少） △62,733 △7,946

その他 △725 △63,395

小計 109,377 1,067,189

利息及び配当金の受取額 25,145 15,342

仕入割引の受取額 7,313 3,902

利息の支払額 △13,372 △26,481

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △192,666 118,301

営業活動によるキャッシュ・フロー △64,201 1,178,254
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30,000 △132,000

定期預金の払戻による収入 － 147,000

投資有価証券の取得による支出 △4,433 △50,648

投資有価証券の売却による収入 102,000 10,272

有形固定資産の取得による支出 △14,040 △3,073

有形固定資産の売却による収入 － 96,039

無形固定資産の取得による支出 △5,332 △28,338

その他 △54,003 △28,549

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,809 10,702

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 80,000 315,000

長期借入れによる収入 220,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △130,000 △133,200

社債の償還による支出 △90,000 △90,000

リース債務の返済による支出 － △19,549

配当金の支払額 △92,020 －

その他 12,714 1,923

財務活動によるキャッシュ・フロー 693 274,173

現金及び現金同等物に係る換算差額 △301 1,967

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69,618 1,465,097

現金及び現金同等物の期首残高 3,233,208 3,624,120

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,163,589

※
 5,089,217
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１ 持分法の適用に関する

事項の変更

(1)持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より、当社が新たにイートス株式会社の株式を取得したた

め、持分法適用の範囲に含めております。

(2)変更後の持分法適用関連会社の数

１社

２ 会計処理基準に関する

事項の変更

・受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準等の変更

受注制作のソフトウエア取引に係る収益の計上基準については、従来、完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、当第２四半期連結累

計期間に着手した受注制作のソフトウエア取引から、当第２四半期連結会計期間末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウエア取引については進行基

準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のソフトウエア取引については完成基

準を適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間において、これによる損益に与える影響は軽微

であります。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

固定資産の減価償却費の

算定方法

 

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償

却予定額を期間按分する方法によっております。

なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　損失が見込まれる請負契約プロジェクトに係る仕

掛品は、これに対応する受注損失引当金14,018千

円を相殺表示しております。

※１　損失が見込まれる請負契約プロジェクトに係る仕

掛品は、これに対応する受注損失引当金25,920千

円を相殺表示しております。

※２　有形固定資産の減価償却累計額 209,149千円※２　有形固定資産の減価償却累計額 177,646千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 89,040千円

給料手当及び賞与 881,018千円

賞与引当金繰入額 77,739千円

退職給付費用 62,735千円

福利厚生費 241,526千円

賃借料 157,909千円

旅費及び交通費 105,494千円

研究開発費 82,232千円
　

役員報酬 70,510千円

給料手当及び賞与 827,169千円

賞与引当金繰入額 36,267千円

退職給付費用 61,844千円

福利厚生費 237,036千円

賃借料 140,263千円

旅費及び交通費 60,450千円

研究開発費 79,370千円
　

─── ※２　固定資産除売却損の内訳

北九州市に所有している土地の一部売却による

売却損 14,357千円であります。

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

※１　当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間

末、第４四半期連結会計期間末に検収が集中するこ

とで多くなる一方、第１四半期連結会計期間と第３

四半期連結会計期間は検収が少なく、他の四半期連

結会計期間と比較して売上高が少なくなる傾向にあ

ります。

※１　　　　　　　　　同左

※２　販売費及び一般管理費の主なもの ※２　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 43,260千円

給料手当及び賞与 414,889千円

賞与引当金繰入額 38,267千円

退職給付費用 31,457千円

福利厚生費 112,948千円

賃借料 75,780千円

旅費及び交通費 49,884千円

研究開発費 33,922千円
　

役員報酬 36,117千円

給料手当及び賞与 374,878千円

賞与引当金繰入額 15,758千円

退職給付費用 30,590千円

福利厚生費 103,141千円

賃借料 66,084千円

旅費及び交通費 26,443千円

研究開発費 39,459千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 3,193,589千円

預入期間が３か月超の定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 3,163,589千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 5,371,217千円

預入期間が３か月超の定期預金 △282,000千円

現金及び現金同等物 5,089,217千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式 (株) 11,793,600

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式 (株) 336,812

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

当社グループはソフトウェア開発を中心とするコンピュータ関連総合会社で、コンピュータ関連機器

販売及びソフトウェア開発の両面を事業分野としております。

顧客の利用目的に応じたコンピュータ機器の選定とソフトウェア開発を事業内容としており不可分の

営業形態でありますので、事業の種類別セグメント情報として開示する事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引のすべてにおいてヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 648.14円
　

　 　

　 658.18 円
　

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 7,425,630 7,533,695

普通株式に係る純資産額(千円) 7,425,630 7,533,695

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(千株) 11,793 11,793

普通株式の自己株式数(千株) 336 347

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(千株) 11,456 11,446

　

２  １株当たり四半期純利益金額（又は四半期純損失金額）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △16.27円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △11.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
(△)(千円)

△187,743 △129,177

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △187,743 △129,177

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,536 11,453
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 15.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 146,469 174,099

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 146,469 174,099

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,552 11,456

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当四半期連結会計期間末における開示の対象となるリース取引残高は前連結会計年度末と比較して

著しい変動がありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　 　

　

　 平成20年11月７日
　 　

日本コンピューター・システム株式会社

　 取 締 役 会　御 中

　

　 監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　田　　幸　男　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　田　　稔　郎　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コンピューター・システム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４

月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピューター・システム株式会社及び

連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　 　

　

平成21年11月９日

日本コンピューター・システム株式会社

 取 締 役 会  御 中 　

　

　 有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　西　　康　弘　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　田　　稔　郎　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コンピューター・システム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピューター・システム株式会社及び

連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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